
ポストコロナ社会とＧＩＳ

自治体ＧＩＳは、どうなるか?!

一社）地理情報システム学会
自治体分科会



ＧＩＳ学会 自治体分科会

自治体における地理情報ｼｽﾃﾑ（ＧＩＳ）の普及、活用を目的に

・自治体でのＧＩＳやオープンデータの活用
・地域課題の解決におけるＧＩＳの活用
・ＧＩＳを活用できる人材の育成

などについて、調査研究を行う団体です。



コロナ禍における活動

7月15日に「人流データ×自治体GIS」をテーマにオンライ
ンセッションを開催。

講師に株式会社Agoopの柴山和久氏をお招き、人流データの
基礎知識や人流データの活用事例を学ぶとともに、自治体に
おける人流データの活用についてグループワークを行った。



コロナ禍における活動

10月23日に「コロナ禍における位置情報・個人情報の取扱
いについて」をテーマにオンラインセッションを開催。

公財）新潟県保健衛生センター
の鈴木氏、東京都港区役所の日
野氏をパネラーにお迎えして、
コロナ禍における位置情報・個
人情報の取扱いに関し、現状や
課題、展望について講演をいた
だいた。



ポストコロナの自治体GIS

これらの分科会活動やFB「自治体GIS活用推進グ
ループ」での自治体職員等からの声や情報をもとに、

ポストコロナの自治体GIS を考察しました。

なお、これから述べることは、自治体分科会での考察です。
特定の自治体の状況を指し示すものはなく、また全ての自
治体に必ず当てはまるものではないこと、あらかじめご了
承ください。



ポストコロナの自治体業務

新型コロナによって、自治体業務は･･･

変わる時が来た!
変わらざる得ない時が来た!



ポストコロナの自治体業務

既存の業務
(防災・福祉・教育・住民サービス)

新型コロナ対策の
ための新しい業務

新しい生活様式に対応
するための新しい業務

税収減
歳入減

歳出削減
業務委託料や臨時職
員等の人件費の減

デジタル化による
新しい業務

リモートワーク
在宅勤務

想定を超える
自然災害

新しい業務

職員負担
さらに増大



行政リソース・資源

既存の業務
(防災・福祉・教育・住民サービス)

新しい業務

ヒト モノ カネ データ

住民・地域

今一度、行政リソース・資源の確認が必要



行政リソース・資源 ヒト

・前例踏襲
・指示待ち、受け身
・内庁重視、ﾏﾆｭｱﾙ型
・かかる時間が成果

・創造性
・自主性、主体性
・社会ｺﾐﾆｭｹｰｼｮﾝ型
・アウトプットが成果

コロナ対策、新しい生活様式、デジタル化

専門性・公平性の向上も引き続き

デジタル化の専門性
⇒ デジタル人材

住民が普段使用しているツールを
最低限使える職員の教育と環境

その前に…



行政リソース・資源 データ

行政リソース・資源で、
一番活用されていないのは

データ(情報)



行政リソース・資源 データ

・データ（情報）の使い方が、わからない。
・データ（情報）が、どこにあるかわからない。

・データ（情報）を行政リソース・資源であることに
気付いていない、知らない。

・これまで経験と勘でやってきたから、データ（情報）
は使わない。

・前例踏襲でやってきたから、課題認識がない。
・指示待ちだから、今の仕事の悪いところが見えない。
・法令、マニュアルどおりやっていれば怒られない。

行政リソースとして、なぜ「データ」が使われないか

意
識
無
し

課
題
無
し

自治体分科会では、これまでこの解決・対応に力を入れてきたが‥

こ
こ
に
メ
ス
が
必
要



行政リソース・資源 データ

現状把握のため
のデータ

課題発見のため
のデータ

課題解決検討
のためのデータ

結果を見せる
ためのデータ

人口統計データ
施設管理データ
勤務実績データ
発行件数、来客数
等のデータ
住民属性データ
等

市民の声データ
問合せデータ
現状把握データ同士
の比較データ
他自治体データ
民間類似データ
等

推計データ
予測データ
各データの掛け合
わせデータ
等

分析結果データ
公開データ
オープンデータ
等

事実・事象データ ニーズや声データ
偏重・傾向データ
比較データ

シュミレーション
データ

アウトプットデー
タ

Excel GIS GIS HP
GIS

フェーズごとの有用なデータと活用システム

自治体内で管理しているデータばかり!



DXと自治体GIS

今後5年間は、いわゆる個人情報系・基幹業務系シス
テム関係に、行政リソースが取られる!



DXと自治体GIS

今後5年間は、いわゆる個人情報系・基幹業務系
システム関係に、行政リソースが取られる!

自治体GISは氷河期に突入?!

ヒト モノ カネ データ

住民・地域

既存の業務
(防災・福祉・教育・住民サービス)

新しい業務


